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・高齢運転者の現状～交通事故発生状況とその特徴
・認知症と運転免許
・改正道路交通法の施行状況
・警察における高齢運転者対策
・おわりに～安全運転を継続するために

認知症と運転免許について
高齢運転者の現状と課題

第３４回山陰認知症ケア研究会



高齢運転者の現状
高齢運転者による交通事故発生状況とその特徴

第３４回山陰認知症ケア研究会
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75歳以上の高齢運転者による死亡事故件数（原付以上第一当事者）及び全死亡事故に占める構成比の推移（2009～2018）
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75歳以上高齢運転者による死亡事故件数の推移
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年齢層別の免許人口10万人当たり死亡事故件数（原付以上第一当事者）（2018）
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認知症と運転免許

第３４回山陰認知症ケア研究会



• 「認知症」であることが判明した場合は、道路
交通法において、免許の取消し等となり、自動
車を運転することはできない。

認知症と運転免許



第１０３条 免許を受けた者が次の各号のいずれかに該当することとなつたときは、その者が当該
各号のいずれかに該当することとなつた時におけるその者の住所地を管轄する公安委員会は、政
令で定める基準に従い、その者の免許を取り消し、又は６月を超えない範囲内で期間を定めて免許
の効力を停止することができる。（略）

一 次に掲げる病気にかかつている者であることが判明したとき。
イ 幻覚の症状を伴う精神病であつて政令で定めるもの
ロ 発作により意識障害又は運動障害をもたらす病気であつて政令で定めるもの
ハ イ又はロに掲げるもののほか、自動車等の安全な運転に支障を及ぼすおそれがある病気と
して政令で定めるもの

一の二 認知症であることが判明したとき。
二 目が見えないことその他自動車等の安全な運転に支障を及ぼすおそれがある身体の障害と
して政令で定めるものが生じている者であることが判明したとき。

三 アルコール、麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の中毒者であることが判明したとき。

道路交通法における規定



• 道路交通法において免許の取消し等となる「認知症」
は、「脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に
基づく脳の器質的な変化により日常生活に支障が生じ
る程度まで記憶機能及びその他の認知機能が低下し
た状態」（介護保険法第５条の２第１項）とされている。

道路交通法における「認知症」



拒否又は取消し

６月を目安として医師の診断を受けて判断

認知症ではないが認知機能の低下がみられ今後認知症となる
おそれがある場合

・ 医師の回復の見込みについての診断に応じ、拒否若しくは取消し、
又は保留若しくは停止
・ 保留・停止期間中に医師の診断を受けて更に判断

アルツハイマー型認知症、血管性認知症、前頭側頭型認知症、
レビー小体型認知症

その他の認知症（甲状腺機能低下症、脳腫瘍、慢性硬膜下血腫、
正常圧水頭症、頭部外傷後遺症等）

認知症に係る免許の可否等の運用基準



認知機能検査

現在の「年」、「月」、「日」、「曜日」及び「時刻」を記
載する。

①時間の見当識
質 問 回 答
し つ も ん か い と う

今年は何年ですか？ 年
こ と し な ん ね ん ねん

今月は何月ですか？ 月
こ ん げ つ なんがつ がつ

今日は何日ですか？ 日
き ょ う なんにち にち

今日は何曜日ですか？ 曜日
き ょ う な ん よ う び よ う び

今は何時何分ですか？ 時 分
いま なんじなんぷん じ ふん

４種類のイラストが記載されたボードを示しながら、
「これは、戦車です。これは、太鼓です。」と順次説
明した上で、「この中に戦いの武器があります。それ
は何ですか？」とそれぞれの回答を確認し、４枚の
ボードで計１６種類のイラストの記憶を促す。

②手がかり再生

○ 白紙の回答用紙に時計の文字盤を描く。

○ 指定した時刻（例「１１時１０分」）を示すように時計の針
を描く。

③時計描画
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認知機能検査と認知症との関係



改正道路交通法の概要と施行状況

第３４回山陰認知症ケア研究会



項目 改正前 改正後

一定の違反行為を
した75歳以上の運
転者への対応

直近の認知機能検査で第１分類とされた者につ
いては、医師の診断（臨時適性検査）が必要

臨時認知機能検査を実施し、直近の認知機能
検査の結果より低下した者には、臨時高齢者講
習を実施

認知機能検査で
第１分類とされた
者への対応

医師の診断（臨時適性検査）は不要 医師の診断（臨時適性検査）が必要

高齢者講習の合理
化・高度化

① 75歳未満の受講者は３時間
② 75歳以上の受講者は２時間半
※ いずれも個人指導なし

① 75歳未満の受講者は２時間
② 認知機能検査で第３分類とされた75歳以上
の受講者は２時間

③ 認知機能検査で第１・２分類とされた75歳以
上の受講者は３時間（個人指導を含む。）

≪参考≫
「第１分類」・・・認知症のおそれがある者、「第２分類」・・・認知機能が低下しているおそれがある者、「第３分類」・・･認知機能が低下しているおそれがない者
改正後の臨時認知機能検査の受検者等の数値は、いずれも改正法の施行日（３月12日）から９月末までの暫定値

2017年３月12日施行

改正道路交通法の内容（認知症対策の強化による高齢運転者対策関係）



２，１０５，４７７人 認知機能検査受検者数（更新時＋臨時）

５７，０９９人 第１分類（認知症のおそれがある）と判定された者（２．７％）

４１，４８６人 臨時適性検査（専門医の診断）の通知
又は診断書提出命令を受けた者

１６，４７０人 医師の診断を受けた者

１，８９２人 免許の取消し等を受けた者

５，３３９人 再受検 → 第２・３分類と判定
２，５５２人 自主返納
９４２人 免許失効（更新せず）

３，０４６人 再受検 → 第２・３分類と判定
１３，５６３人 自主返納
３，５７５人 免許失効（更新せず）

１３，０６３人 免許継続
うち９，５６３人が一定期間後の診断書提出（原則６月後）

３，５００人が条件なしの継続

【参考】 ４，７３６人 その他の警察活動等を端緒に診断を受けた者
（１，３１８人 うち免許の取消し等を受けた者）
※２０１７年中 3,161人（うち免許の取消し・停止を受けた者は1,248人）

第１分類と判定された者（５６，０９９人）の状況

再受検 ８，３８５人 １４．７％

自主返納 １６，１１５人 ２８．２％

免許失効（更新せず） ４，５１７人 ７．９％

手続中・診断待ち等 １３，１２７人 ２３．０％

免許継続 １３，０６３人 ２２．９％

一定期間後の診断書
提出（原則６月後）

（９，５６３人） （１６．７％）

条件なしの継続 （３，５００人） （６．１％）

免許の取消し等 １，８９２人 ３．３％

停止 （５６人） （０．１％）

取消し （１，８３６人） （３．２％）

【資料７】

集計期間
2017年３月12日から2018年3月31日

改正道路交通法の施行状況（１）



条件なしの継続

3,500 人（10.8％）

一定期間後の診断書提出

（原則６月後）

9,563 人（28.7％）

免許の取消し等
1,892 人（5.4％）

免許失効（更新せず）
4,517 人（10.4％）

自主返納
16,115 人（44.5％）

第１分類と判定された者の状況（再受検、手続き中・診断待ち等を除く）

集計期間
2017年３月12日から2018年3月31日

対象者３５，５８７人

（注） 対象者24,816人は、第１分類と判定された者57,099人から
再受検（8,385人）、手続き中・診断待ち等（13,127人）を除いた数

運転を断念

「認知症」ではない。

今後認知症となるお
それがあり、

医師の診断を受け
ながら運転を継続

改正道路交通法の施行状況（２）
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警察における高齢運転者対策

第３４回山陰認知症ケア研究会

・運転免許証の自主返納制度
・運転適性相談窓口への看護師等の配置
・地域包括支援センターとの連携



申請による運転免許の取消し（自主返納制度）と運転経歴証明書

都道府県公安委員会

自
主
返
納

運
転
経
歴
証
明
書

自主返納しやすい環境整備

「自主返納を行うと身分証明書がなくなってしまう」等の懸念

２００１年の道路交通法改正により、運転経歴証明書を導入

（２００２年６月施行)

２０１２年の犯収法施行規則、道路交通法施行規則改正により、

銀行等においてより幅広く本人確認書類として使用可能に

（２０１２年４月施行）

身体機能の低下などを自覚し、自主的に免許証を返納したい

１９９７年の道路交通法改正により、自主返納制度を導入（１９９８年４月施行）

運 転 経 歴 証 明 書

申請による運転免許の取消し（自主返納制度）

・バスの運賃割引 ・タクシー運賃の割引 ・鉄道料金の割引 ・交通系ICカードの交付
・食材配達利用料金の割引 電動車いす購入料金の割引 自動車の廃車手続無料 等

申請よる運転免許取消しを受けた日前５年間
の運転経歴について、免許の種類や、優良、
一般等の区分が表示される。

〇自動車等の運転に不安を覚える高齢者が運転免許証を返納しやすい環境整備を推進

【自治体等における支援施策】

※詳細は、全国指定自動車教習所教会連合会ホームページ
「高齢運転者支援サイト」参照

http://www.zensiren.or.jp/kourei/index.html

〇運転適性相談等の充実により、自主返納が増加



政府広報（2018.３.21）



【運転免許の申請取消（自主返納）件数】 【運転経歴証明書交付件数】
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自主返納制度導入

運転経歴証明書導入

交付後の経過年月にか
かわらず、本人確認書
類として使用可能に

75歳以上

75歳未満

75歳以上

75歳未満

運転経歴証明書導入

交付後の経過年月にか
かわらず、本人確認書
類として使用可能に

※１９９８年は年齢別による統計を実施していない

運転免許の申請取消（自主返納）件数と運転経歴証明書交付件数の推移

５年間で
３．６倍 ５年間で

４．５倍



運転適性相談窓口への看護師等の配置
５２名（２０１８年１２月現在）

配置年度 警察（配置人員）

２０１４年度 熊本（３）、鳥取（３）、茨城（１）
２０１５年度 鹿児島（１）

２０１６年度 大分（３）、和歌山（１）、佐賀（２）、長崎（２）、宮崎（４）、
香川（１）

２０１７年度 秋田（１）、警視庁（２）、山梨（１）、富山（１）、兵庫（１）、
奈良（２）、愛媛（３）、京都（１）、沖縄（２）、埼玉（２）

２０１８年度 北海道：札幌（１）、山形（１）、栃木（１）、新潟（１）、福
井（２）、愛知（１）、大阪（２）、山口（１）、広島（２）、
静岡（１）、岡山（１）、高知（１）

※看護師、保健師、資格を有する警察官・職員を配置



認知機能検査の結果、「認知症のおそれがある」（第１分類）と判定

自主返納（申請による取消）

運転免許の返納又は取消し処分によって移動手段を失った高齢者が速や
かに地域包括支援センター等からの生活支援を受けられるよう、高齢者本
人から、市町の担当者への連絡を要請する文書（要望書）を受理し、警察が
市町の担当者へ連絡を行うもの。

警察から対象者へ連絡・面接日時の調整

医師による診断

認知症に該当認知症ではない免許継続

聴聞・弁解の機会

免許の取消し・停止等

警察が市町の担当者へ連絡

地域包括支援センターによる生活支援

面接の実施（最寄りの警察署の交通警察官が対応）

要 望 書 の 提 出 勧 奨 ・ 受 理

要望書受理制度
とは・・・

要望書
「 今後の生活支援な
どについてご相談し
たいので、市町の担
当者への連絡をお願
いします。」

警察による
免許返納者等
への支援

地域包括支援センターとの連携（滋賀県警察の取組）



おわりに

安全運転を継続するためには

第３４回山陰認知症ケア研究会



ブラッシュアップ講習

＜中国地方での実施教習所＞
島根県 石見自動車教習所
岡山県 津山自動車学校
広島県 廿日市自動車学校、竹原自動車学校

呉自動車学校
山口県 岩国自動車学校

・ドライブレコーダー等を活用した運転診
断システム
・運転評価を「見える化」した運転レポート
・専門指導員によるコーチング

全国の指定自動車教習所で実施



ドライブレコーダー保険

例）三井住友海上
GK見守るクルマの保険の場合

・事故緊急自動通報サービス

・安全運転支援アラート
事故につながるおそれがある運転状
況・動作を専用ドライブレコーダーが検
知した場合、ドライバーに注意喚起

・運転診断レポート
１回の運転ごと・月間の運転傾向を
分析した運転診断レポートを提供

・見守りサービス
運転診断レポートやデスク対応結果
をあらかじめ登録した家族等のメール
アドレスに送信



SD （Safe Driver）カード

•自動車安全運転センターでは、無事故・無違反証明書又は運転記録証明
書をお申込みされた方で証明日以前に1年以上事故・違反等の記録がない
場合に、証明書に添えてSDカードを差し上げています。

長年安全運転をした方の勲章です
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ご清聴ありがとうございました

第３４回山陰認知症ケア研究会


